
 

 

平成28年度養老線地域公共交通再生協議会第3回会議次第 

 

と き 平成28年12月2日（金）9:30～11:30 

ところ 大垣市スイトピアセンター 

 

１ 開  会 

 

 

 

２ あいさつ 

 

 

 

３ 議  題 

⑴ 養老線の状況やアンケート調査結果等からの 

課題整理について  ········································································  別添資料 

 

⑵ 一般社団法人 養老線管理機構について  ·································  P. 1 資料№１ 

 

⑶ 養老線支援基金について  ····················································  P. 3 資料№２ 

 

⑷ 今後の日程について  ··························································  P. 5 資料№３ 

 

 

 

４ そ の 他 

 

 

 

５ 閉  会 
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資料№１ 

一般社団法人 養老線管理機構について（案） 

 

１ 目  的  沿線市町、近畿日本鉄道㈱及び養老鉄道㈱が平成28年5月6日に交換した

「養老線の事業形態変更に関する確認書」に基づき、新たな事業形態に  

移行するため、近畿日本鉄道㈱に代わり第三種鉄道事業者となることを  

目的とした新法人を設立するもの。 

 

２ 法人名称  一般社団法人 養老線管理機構 

 

３ 設立時期  平成29年2月 

 

４ 設置場所  大垣市役所庁舎内 

 

５ 主な業務 

⑴ 地域公共交通網形成計画及び鉄道事業再構築実施計画の策定等に参加する。 

⑵ 近畿日本鉄道㈱から養老線の鉄道施設、鉄道車両等の無償譲渡を受ける。 

⑶ 近畿日本鉄道㈱から養老線の鉄道用地の無償貸与を受ける。 

⑷ 近畿日本鉄道㈱から無償で借り受けた鉄道用地並びに無償で譲り受けた鉄道施設 

及び鉄道車両等を、養老鉄道㈱に無償で貸与する。 

⑸ 鉄道事業再構築実施計画に位置づけられた事業等を行う。 

 

６ 会  員 

⑴ 正 会 員  沿線市町（社員） 

⑵ 賛助会員  民間団体等 

 

７ 設立時の負担金等 

区分 団 体 区分 金額(千円) 備考 

正 会 員 沿線市町(40,000千円×7市町) 負担金 280,000 新法人は、返還義務

を負わない 賛助会員 民間団体等 寄附金 70,000 

  合計 350,000  

注：1) 年間約8億円の事業を実施する新法人が、継続した安定経営と沿線市町の負担   

平準化及び災害や突発的な事故等への速やかな対応を図るための資金。 

2) 設立時から平成28年度末までの間の運営に要する資金。 

3) 新法人設立後、民間団体等に賛助会員の寄附金を依頼予定。 



 

 

８ 組織体系等 

区分 人数及び対象 役 割 

社員総会 7人 

大 垣 市 

桑 名 市 

海 津 市 

養 老 町 

神 戸 町 

揖 斐 川 町 

池 田 町 

・最高意思決定機関(株式会社の株主総会に相当)。 

 

・正会員＝社員は、新法人の構成員（株式会社の  

株主に相当し、従業員ではない。）。 

 

・社員は、社員総会の議決権を持つ。 

理 事 会 6人 

大 垣 市 副 市 長 

( 代 表 理 事 ) 

大 垣 市 部 長 

桑 名 市 部 長 

海 津 市 部 長 

民 間 登 用 理 事 

 

業 務 執 行 理 事 

（ 大 垣 市 ） 

・業務執行機関(株式会社の取締役会に相当)。 

 

・理事会では、業務執行の決定を行う。 

・理事は、社員総会にて選任する。 

 

・民間登用理事には、鉄道事業の専門的知識を有す

る人材の選任を検討する。 

・業務執行理事は、日常的な各種業務の執行、管理

をする。 

 

監  事 

 

1人 大垣市監査委員 
・監査機関。 

・監事は、社員総会にて選任する。 

賛助会員  民 間 団 体 等 

・新法人への賛助を目的として入会する賛助会員。 

・新法人への寄附をした民間団体等を賛助会員と 

する。 

事 務 局  沿 線 市 町 等 

・職員の配置方法や人材負担、人件費負担等の詳細

については、今後、沿線市町、近畿日本鉄道㈱  

及び養老鉄道㈱で協議する。 

※新法人の運営にあたっては、沿線市町による合意形成を図りながら進めていく。 



 

 

資料№２ 

養老線支援基金について（案） 

 

１ 目  的  沿線市町、近畿日本鉄道㈱及び養老鉄道㈱が平成28年5月6日に交換した

「養老線の事業形態変更に関する確認書」に基づき、養老線の存続を支援

することを目的とした基金を設置するとともに、設置された基金に対し、

近畿日本鉄道㈱から10億円の拠出を受けるもの。 

 

２ 基金名称  養老線支援基金 

 

３ 設 置 者  大垣市 

 

４ 設置時期  平成29年10月～12月  ※事業形態の移行までに拠出を受ける。 

 

５ 設置・管理方法等 

⑴ 大垣市が基金を設置する。 

⑵ 基金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管する。 

⑶ 基金の積み立てや取り崩しの際は、沿線市町による合意形成を図る。 

 

６ 基金積立 

時期 内容 

設置当初 ① 近畿日本鉄道㈱が拠出する10億円 

設 置 後 ① 事業形態の移行後に養老鉄道㈱において発生した利益の相当額 

② 基金の設置後に発生した基金の運用益 

 

７ 基金使途 

⑴ 養老線の安全・安定的な鉄道運行等に必要な設備整備や維持管理に要する費用の  

財源 

 

⑵ 養老鉄道㈱の収入が鉄道運行に必要な費用を下回るときに鉄道存続のため、養老  

鉄道㈱を支援する費用の財源 



 

 

養老線の新たな事業形態へ移行後のスキーム図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

沿線７市町：大垣市、桑名市、海津市、養老町、神戸町、揖斐川町、池田町 

 

沿線７市町 

 

経費の負担 

養老鉄道㈱ 

（第二種鉄道事業者） 

 

(一社)養老線管理機構 
（第三種鉄道事業者） 

※沿線７市町で構成 

鉄
道
施
設
・
車
両
の
無
償
譲
渡 

近畿日本鉄道㈱ 

鉄 道 用 地 借 用 

施設保有・維持管理 

車両保有・維持管理 

鉄
道
用
地
の
貸
与 

一時金の支払（１0 億円） 

車
両
の
譲
渡 

上
限
額
を
超
え
る
人
件
費
負
担 

一
部
出
資 

利用促進

に係る 

補助 

譲渡・貸与を 
受けた 
鉄道用地、 
鉄道施設、 
車両の 
無償貸与 

運  行 

 

国 岐阜県 

三重県 

鉄道施設等

の設備投資

に係る補助 

鉄道施設等

の修繕に 

係る補助 

利益相当額の
拠出又は 
収入が鉄道 
運行に必要な
費用を下回る
場合の支援 

支援 
基金 

(大垣市) 

※自らの収入により事業を行うことを 

原則とする 



 

 

資料№３ 

養老線地域公共交通再生協議会等の今後の日程について（案） 

 

とき 内容 

平成28年12月2日（金） 

9:30～11:30 

大垣市ｽｲﾄﾋﾟｱｾﾝﾀｰ 

◆再生協議会（平成28年度第3回会議） 

（アンケート調査の結果等について、（一社）養老線管理  

機構について、養老線支援基金について） 

平成29年 2月 ・（一社）養老線管理機構の設立 

（計画（素案）の策定等に参加） 

3月頃 ◆再生協議会（平成28年度第4回会議） 

（中間報告、計画（素案）について 等） 

4月～ 5月 ・パブリックコメント 

（地域公共交通網形成計画（素案）について） 

6月頃 ◆再生協議会（平成29年度第1回会議） 

（最終報告、計画（案） 等） 

7月～ 9月 ・地域公共交通網形成計画の国への提出 

・鉄道事業再構築実施計画の国への認定申請 

9月～12月 ・新しい事業形態での事業開始のための各種準備 

10月～12月 ・鉄道事業再構築実施計画の国の認定 

（（一社）養老線管理機構の第三種鉄道事業者としての認可） 

・養老線支援基金の設置 

（近畿日本鉄道㈱から10億円の拠出） 

平成29年中 ・新しい事業形態での事業開始 

第二種鉄道事業者  養老鉄道㈱ 

第三種鉄道事業者  （一社）養老線管理機構 
 
 


